
款 項 目

2 6 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （総見直し・総点検進捗評価は４段階）

- -

合計 1,944 0 1,944 100% 3 3 3

 - - - - - -

- -
 - - - - - - - -

 - - - - - -

4 4
 - - - - - - - -

監査委員会議 157 0 157 100% 4

監査事務 450 0 450 100% 2 2 2
監査委員 1,337 0 1,337 100% 4 4 4

事業内容

●主な事業内容
○例月出納検査
　・各種検査資料に基づき計数を詳細に調査し、現金管理の状況を正確に把握するとともに、現金出
　　納の計数照合と現金残高確認の観点から検査する。
○定期監査
　・市の財政に関する事務の執行が適正かつ効率的に行われているかどうかを主眼として、期日を定
　　めて計画的に監査する。
○財政援助団体等に関する監査
　・補助団体等に対して、市が行っている財政的援助の支出が目的どおり適正に運用されているかど
　　うか監査する。
○工事監査
　・工事の計画、設計・積算、施工等の各段階に対し、適法かつ合理的、能率的に行われているか、
　　経済的に妥当であるかについて、技術的側面に主眼をおいて監査する。
○決算審査
　・市長から審査に付された決算関係諸表等の計数の正確性を検証するとともに、予算執行または事
　　業遂行の状況を適正かつ経済的、効率的な観点から審査する。
○財政健全化法に関する審査
　・市長から審査に付された健全化判断比率等について、関連資料と照合を行い審査する。

事業の
成果・効果

監査・審査・検査を実施し、合規性や正確性はもとより、経済性、効率性、有効性等について検証す
ることで、行財政の適正な運営に資する。

事業名 決算額
財源内訳

一般財源
の割合

総見直し・総点検進捗評価

特定財源 一般財源 情報発信 分かりやすさ サービス水準

監査委員費 180

施策事業名 監査管理

事業目的
地方自治法及び地方公営企業法の規定に基づき、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理
について、監査・審査・検査を行っていく。

令和元年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算
目名 決算書(P)

部局名 監査事務局

課　名 監査事務局



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の総見直し・総点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和元年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

課　　題 対応策・今後の方向性

経済性・効率性・有効性の観点による監査等の充実
監査委員の意向を踏まえながら、監査・審査・検査の実施方法等につ
いて、全国都市監査委員会加盟自治体の事例等を参考にして、調査・
研究を行っていく。

令和元年度に見直しを
実施した事項

・例月出納検査資料の見直し
・定期監査の実施方法の見直し及び施設監査(小･中学校、子ども未来園)の導入
・財政援助団体等に関する監査の対象団体の拡充
・監査基準の策定

令和２年度に見直しを
実施している事項

・決算審査及び定期監査の一部見直し
・財政援助団体等に関する監査の対象団体の拡充

今後見直しを検討する事項 ・定期監査の実施方法等の見直し

⑤目標の
達成度 3 監査計画に基づき、必要な監査・審査・検査を実施し完了している。

⑥改善の
取組状況 3 各種監査・審査において、実施方法の見直しや様式変更等を行った。現在も各種監査等の

見直しを実施中である。

③受益の
公平性 4 市民に対する公益事業の執行などが、公平かつ公正に行われているか監査することを目的

としている。

④ニーズ
の把握 1 法に基づき実施するものであり、受益者ニーズを反映するものではない。

①市実施の
妥当性 4 地方自治法、地方公営企業法及び地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定に基づ

き実施している。

②事業の
必要性 4 法で設置及び監査・審査などの実施が義務付けされているため、必須である。

一般財源の割合 100% 100% 100%

評価の観点 評　価 評価根拠

0 0 0

一般財源 2,106 1,944 2,232

財
源
内
訳

国県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他

事業費
H30決算 R1決算 R2予算

2,106 1,944 2,232
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